中国の経験と日本の経験 ―福島第一原子力発電所事故発生の解明と原子力政策の将来を念頭において― by 大澤 正治
  
 










































































































































































































































中国の原子力発電開発の動き 日本の原子力発電開発の動き 年 
1945（昭 20）  ・広島，長崎に原子力爆弾投下   1945（昭 20） 
1949（昭 24） ・中華人民共和国成立    1949（昭 24） 
1950（昭 25） ・朝鮮戦争起こる    1950（昭 25） 
1951（昭 26）  
・米アイゼンハワー大統領国連
総会演説「Atoms for Peace」 
・世界ではじめての原子力発電
（100kW）の実験 
 ・九電力体制スタート 1951（昭 26） 
1954（昭 29）  ・米国，ビキニ環礁水爆実験 ・米国核燃料物質民間移管  ・原子力利用準備調査会発足 1954（昭 29） 




・日米原子力研究協定締結 1955（昭 30） 
1956（昭 31） ・日本国連加盟   
・原子力委員会設立 
・原子力三法の施行 




1957（昭 32）  ・国際原子力機関（IAEA）設立   1957（昭 32） 
1962（昭 37）   ・周恩来首相のもと，「両弾一星」開発指導体制確立  1962（昭 37） 
1963（昭 38）   ・甘粛省蘭州ウランガス拡散濃縮工場稼働  1963（昭 38） 
1964（昭 39）   ・中国，初の核実験  1964（昭 39） 
1965（昭 40）    ・日本原子力発電所東海発電所
GCR（160千 kW）臨界 1965（昭 40） 
1965～66年  ・世界的な第一次原子力発電所開発ブーム   1965～66年 
1966（昭 41） ・中国文化大革命起こる  ・使用済核燃料再処理工場稼働  1966（昭 41） 





1967（昭 41）    ・動力炉・核燃料事業団設立 1967（昭 41） 
1970（昭 45）  ・核不拡散条約発動   1970（昭 45） 
1970～74年  ・世界的な第二次原子力発電所開発ブーム   1970～74年 
1971（昭 46） ・中華人民共和国国連加盟    1971（昭 46） 




 1972（昭 47） 
1973（昭 48） ・第 4次中東戦争起こる    1973（昭 48） 
1974（昭 49）    ・電源三法公布 1974（昭 49） 
1977（昭 52）    ・動燃事業団 FBR 実験炉「常陽」臨界 1977（昭 52） 
1979（昭 54）    ・動燃事業団新型転換炉原型炉「ふげん」臨界 1979（昭 54） 
1984（昭 59）   ・中国，IAEA加盟  1984（昭 59） 






1986（昭 61）  ・チェルノブイリ原子力発電所事故   1986（昭 61） 
1987（昭 62）  ・米ソ，中距離核兵器廃棄条約調印   1987（昭 62） 
1989（平 1） ・天安門事変 ・放射性廃棄物深地地層処分地ゴビ砂漠の調査開始   1989（平 1） 
1990（平 2） ・ドイツ統一    1990（平 2） 
1991（平 3） ・ソ連崩壊    1991（平 3） 
1992（平 4）    ・日本での商業用ウラン濃縮工場操業 1992（平 4） 
・中国に ついては，李春利『中国の原子力政策と原発開発』愛知大学国際問題研究所紀要第 139号より 
  
 


































◎ 米 国 10630 万 kW 9629 千 km2  11 kW 
◎ フランス 6602 万 kW 552 千 km2  120 kW 
  日 本 4794 万 kW 378 千 km2  127 kW 
◎ ロシア 2319 万 kW 170984 千 km2  1.4 kW 
  ドイツ 2146 万 kW 3574 千 km2  60 kW 
  韓 国 1772 万 kW 100 千 km2  177 kW 
  ウクライナ 1382 万 kW 604 千 km2  23 kW 
  カナダ 1343 万 kW 9985 千 km2  1.3 kW 
◎ 英 国 1195 万 kW 243 千 km2  49 kW 
  スウェーデン 938 万 kW 441 千 km2  21 kW 
◎ 中 国 912 万 kW 9597 千 km2 1.0 kW 
（注）◎：核不拡散条約に定める核兵器国 
原子力発電設備容量 2009 年 1 月 1 日現在 


















原子力設備容量  ＜国土面積＞ 
  
 




































































































































































































問題研究所紀要』第 139号, 2011年 12月 
［2］大澤正治「福島第一（F1）事故以降のわ
が国原子力発電に関する緊要な論点」『愛
知大学経済論集』第 186号，2011年 7月 
［3］平成 21年版原子力白書 
［4］原子力ポケットブック 2009年版  
